








 

（訳 文） 

 

日本国財務省 2026 年 10 月 15 日 

関東財務局長 殿 

 

拝啓 

 

 トヨタ モーター ファイナンス (ネザーランズ) ビーブイによる 2031年 10月満期 米ドル建社債、

2031 年 10 月満期 豪ドル建社債及び 2031 年 10 月満期 ニュージーランドドル建社債（以下「本

社債」と総称する｡）の売出しの件 

 

 当職らは、トヨタ モーター ファイナンス (ネザーランズ) ビーブイ（以下「TMF」という｡）の

日本国における本社債の売出しに係る発行登録追補書類（以下「追補書類」という｡）の提出に関し

て、オランダ法について同社の法律顧問を務めている。 

 本意見を述べるため、当職らは下記の書類の写しを検討した。 

 (ⅰ) 2025 年 12 月２日付の TMF の定款（以下「定款」という｡）及びオランダ商工会議所により、

2026 年 10 月 14 日現在において正確である旨が電話で確認された TMF に係る 2026 年 10 月

14 日付の商業登記簿（以下「商業登記簿」という｡）の抄本（以下「登記簿抄本」という｡） 

 (ⅱ) 2026 年８月 20 日付の TMF の取締役会決議（以下「取締役会決議」という｡）の写し 

 (ⅲ) TMF のユーロ・ミディアム・ターム・ノート・プログラム（以下「プログラム」という｡）

に関する 2026 年９月 11 日付改定代理契約 

 (ⅳ) プログラムに関する 2026 年９月 11 日付改定プログラム・アグリーメント（以下「プログ

ラム・アグリーメント」という｡） 

 (ⅴ) TMF が日本国財務省関東財務局長（以下「関東財務局長」という｡）に提出した 2025 年８

月 25 日付発行登録書（以下「発行登録書」という｡）及び本社債の売出しに関する 2026 年

９月 29 日付訂正発行登録書（以下「訂正発行登録書」という｡）（それらの添付書類を含

む｡）の英訳文 

 (ⅵ) 日本国における本社債の売出しに関して、TMF が関東財務局長に提出する追補書類（その

添付書類を含む｡）の英訳文の最終版 

 (ⅶ) 我々が本意見を述べるために必要と考えた TMF の企業記録、公職者、TMF の役員及びその

他の者の証明書その他の文書の、原本証明又は真正な写しであるという確認がなされた原

本又は写し 

 (ⅷ) プログラムの 2026 年９月 11 日付プロスペクタス（以下「プロスペクタス」という｡） 

 上記に基づき、またそれを信頼して、当職らが状況に応じて関連すると判断したその他の事実問

題及び法律問題についての考慮に基づき、本書に示されている前提及び限定を条件として、当職ら

は次のとおり意見を述べる。 



 (ａ) 本社債の発行は、オランダ王国の一切の適用ある法令及び TMF の定款に従い、TMF により

適法に授権されている。 

 (ｂ) 発行登録書、訂正発行登録書、追補書類及びプロスペクタスに記載の条件による本社債の

日本国内における売出しは、オランダ王国の一切の適用ある強制法規と矛盾せず、また、

これに違反しない。 

 (ｃ) 本社債の日本国内における売出しに関する TMF による関東財務局長に対する追補書類の提

出は、オランダ王国の一切の適用ある法令及び TMF の定款に従って、TMF により適法に授

権されている。 

 (ｄ) オランダ王国の法令に関する追補書類中の記述は、すべての重要な点において真実且つ正

確である。 

上記（ｂ）に述べた意見に関し、以下の点に留意する必要がある。すなわち（ⅰ）これらの意見

は、プログラム・アグリーメント所定の表明及び保証の正確性並びに約束の遵守を含む、取締役会

決議、登記簿抄本、プログラム・アグリーメント、発行登録書、訂正発行登録書、追補書類及びプ

ロスペクタス記載の事実及び状況に基づくものであり、また、（ⅱ）オランダ王国の法律、規定及

び規則以外の証券法その他の法律、規定及び規則についての意見は述べていない。 

 当職らが検討したすべての書類の（電子）署名は本物であり、原本として提出された書類は真正

であり、写しとして提出された書類は原本と一致していることを前提とし、当職らはかかる前提に

関する独自の確認は行っていない。 

 当職らは、取締役会決議が署名された時点において、取締役会決議の当事者又は署名者である各

人が、場合により（ⅰ）適法に設立され有効に存続しており、且つ、当該当事者の法域に関する限

り、当該当事者に適用される法に基づき優良であること、（ⅱ）取締役会決議に署名し、すべての

法律上の行為（rechtshandelingen）及び予定されたその他の行為を行うために必要なすべての権限

及び法的能力を有していたこと、並びに（ⅲ）有効に取締役会決議に署名をしたことを前提とした。 

 当職らは、（ⅰ）TMF が破産（failliet verklaard）宣告を受けていないこと、（ⅱ）TMF が（暫

定的）支払猶予（(voorlopige) surseance van betaling）を受けていないこと、（ⅲ）TMF につき

（非公開又は公開）倒産前私的整理手続（onderhands akkoordprocedure）が開始されていないこと、

（ⅳ）TMF につき 2015 年５月 20 日付の倒産手続に関する規則（EU）2015/848（改正）第１条(1)項

に記載されるその他の倒産手続が開始されていないこと、（ⅴ）TMF が解散（ontbonden）されてい

ないこと、（ⅵ）TMF が合併又は会社分割（juridische fusie of splitsing）により消滅していな

いこと、及び、（ⅶ）TMF の資産につき監督命令（bewind）がなされていないことを前提とした。

これらの前提事項は、当職らが 2026 年 10 月 14 日に行ったオランダ商工会議所に対する確認及び

www.rechtspraak.nl を通じて取得した中央破産登録簿（Centraal Insolventieregister）（公開倒

産前私的整理手続（openbare akkoordprocedures）についての EU の登録及び公表物に関するセグメ

ントを含む。）の確認により、TMF に関し当該事由が生じている旨が明らかにならなかったことか

らも裏付けられる。ただし、当該確認は、当該事由が生じていないことを証明する決定的な証拠に

はならない。加えて、TMF に関し、本項（ⅲ）に記載の非公開倒産前私的整理手続（onderhands 



akkoordprocedure）が生じた場合であっても、既述の登記において当該手続は通知されない。 

 当職らは、取締役会決議につき、取消し（ingetrokken）又は修正が行われていないこと、並びに、

管轄裁判所により無効である旨の宣言が行われていないこと及び将来において行われないことを前

提とし、且つ、取締役会決議により付与された代理権につき、管轄裁判所により、修正、取消し

（ingetrokken）、解除又は無効の宣言が行われていないこと及び将来において行われないことを前

提とした。また、当職らは、取締役会決議における記述及び確認事項が真実且つ正確であることを

前提とした。 

 本意見書は、（ⅰ）オランダ金融監督法（Wet op het financieel toezicht）若しくは信託局監

督法（Wet toezicht trustkantoren）に基づき、本書に記載されている書類の当事者（TMF を除く｡）

が本書に記載されている書類において意図されている活動若しくはサービスを行うために必要とな

る可能性があるいかなる承認、又は（ⅱ）本書に記載されている書類に関する当該承認の欠如によ

り生じるいかなる結果についても意見を述べるものではない。 

 本意見書による意見の範囲は、本意見書の日付現在有効なオランダ本土の法律に限定されている。

当職らは、オランダ王国を含むいかなる法域の租税法についても意見を述べない。当職らはいかな

る地域若しくは地方政府又はその他の法域の法令、規定、規制、条例、命令及びその他の公表され

たものについての意見の表明は行わず、別途記載がない限り、いかなる郡、自治体、下部組織又は

いかなる地方の法域の法令、行政上の意思決定、規定、規制又は基準に関する意見を述べない。 

 当職らは、本意見書が追補書類にその添付書類として添付されることを了解している。 

 

敬 具 

 

            （署   名）             

フレッシュフィールズ・エルエルピー 


